
 
令和７年度愛媛県公立学校教員採用選考試験志願要項 

愛媛県教育委員会 
 
 
  

１ 大学３回生等への受験機会の拡大【新規】 
○受験資格を満たす大学３回生等は前期第１次選考試験の受験が可能 

○合格者は、大学４回生等での受験については、申請により前期第１次

選考試験が免除され、前期第２次選考試験のみの受験が可能 
 

２ 大学等推薦特別選考における教職大学院からの推薦枠の拡大【追加】 
大学等推薦特別選考における教職大学院からの推薦枠の上限を撤廃 
 

３ 社会人特別選考の対象試験区分・教科の拡大【追加】 
社会人特別選考の対象となる試験区分・教科を次のとおり変更 

    ○小学校「英語」 

    ○中学校「理科」「音楽」「美術」「技術・家庭」「英語」 

    ○高等学校「音楽」「美術」「英語」「家庭」「情報」「工業」「福祉」 

 
 
  

１ 支援対象 
大学等（※１）の卒業者で、愛媛県公立学校教員採用選考試験の小学校

の試験区分で合格し、受験翌年度に県内の教諭として採用された者 

※１ 大学等…専修学校（専門課程）、高等専門学校、短期大学、大学及び大学院 
 
２ 対象人数  30名 

   希望者が対象人数を超える場合は、採用選考試験における成績上位者か

ら順に、予定していた数の範囲内で決定 
 
３ 支援の対象となる奨学金   

日本学生支援機構の奨学金（第一種、第二種） 
 
４ 支援期間    

採用後、本人の返還期間（最長 10年） 
 
５ 支援金額  【上限】153.6万円 

貸与期間（上限４年）の半分の期間（最大２年）支援 
  
６ 支援方法   

県が返還額の一部を機構に直接送金（代理返還） 

※ 対象者が支援期間中（１０年）に途中退職する場合は、対象者に対して、退職まで

に支援した金額の全額返済を求めます。 
 

昨年度からの主な変更点 

奨学金返還支援について 



令和７年度愛媛県公立学校教員採用選考試験志願要項 項目一覧 

 

１ 受験資格 

２ 採用方法 

３ 選考試験の実施方法及び採用予定数 

４ 選考試験における加点制度 

５ 前期第１次選考試験（筆記試験、面接試験） 

６ 前期第１次選考試験結果の発表 

７ 前期第２次選考試験（適性検査、筆記試験（小論文）、面接試験、実技試験等） 

８ 前期選考試験における配点 

９ 前期選考試験における特別選考 

１０ 大学院修士課程在籍者及び大学院修士課程進学者の採用時の特例措置 

１１ 前期選考試験受験申込みの手続 

１２ 前期選考試験提出書類等 

１３ 前期選考試験受験票の交付 

１４ 採用について 

１５ 前期選考試験受験手続その他の問合せ 

１６ 前期選考試験結果の開示請求 

１７ 前期選考試験問題等の取扱い 

１８ 後期選考試験 

 

 

 

 

 

 



 

 
次のいずれにも該当する者とする。 

(1) 地方公務員法（昭和 25年法律第 261号）第 16条各号及び学校教育法（昭和 22年法律
第 26号）第９条各号のいずれにも該当しない者 

(2) 昭和 40年４月２日以降に出生した者 
  （下記９(8)の大学３回生等特別選考により志願する者にあっては、昭和 41年４月２日

以降に出生し、前期選考試験においては令和６年５月 30日時点において大学３回生等（大
学、大学院、短期大学及び専門学校における標準的な修業年限の最終年次の１年前の年
次をいう。）であるもの） 

(3) 試験区分に相当する教員免許状（特別免許状及び臨時免許状を除く。）を有する者又は
令和７年３月 31日までに当該免許状を取得する見込みの者で大学等で証明が得られるも
の（下記９(6)の社会人特別選考により志願する者にあっては、試験区分に相当する教員
免許状（臨時免許状を除く。）を有しない者で、令和７年３月 31 日までに愛媛県教育委
員会が実施する教育職員検定に合格し特別免許状の授与が見込まれるもの） 

   （下記９(8)の大学３回生等特別選考により志願する者にあっては、令和８年３月 31
日までに試験区分に相当する教員免許状（特別免許状及び臨時免許状を除く。）を取得す
る見込みのもの） 

 

 

 

公立の小学校及び中学校並びに県立学校の教員の採用は、愛媛県教育委員会教育長の選考
による。その選考は、採用選考試験を受験した者のうちから、人物、経歴及び採用選考試験
の結果を総合的に判定して行う。 
なお、日本国籍を有しない者を採用する場合には、任用の期限を付さない常勤の講師と

して採用する。 
 

 

 

    前期選考試験については、下記５～１７のとおり実施する。後期選考試験については、 
下記１８のとおり現職教員特別選考及び教職経験者特別選考を実施する。ただし、前期選 
考試験と後期選考試験を重複しての受験申込みは認めない。 

 

試験区分 小学校教員 
中学校教員 
（各教科） 

高等学校教員 
（各教科） 養護教員 

特別支援学校教員 

採用予定数 
（※） 

一
般
選
考 

220名程度 

 
150名程度 

国語、数学、英
語 及 び保 健体 育
は20名程度、理科
は25名程度、社会
は15名程度、音楽
及 び 美術 は 10名
程度、技術・家庭
は そ れぞ れの 分
野で５名程度 

 
100名程度 
高 等 学 校 に つ い て

は、数学及び保健体育
は10名程度、国語、理
科、英語、家庭、農業
及び工業は５名程度、
地理歴史、公民、音楽、
美術、書道（国語）、
情報、商業、水産及び
福祉はそれぞれ若干名 

特別支援学校につい
ては、25名程度 

10名程度 

障がい者特別選考  10名程度 

（※）教職経験者特別選考、現職教員特別選考、講師等特別選考、スポーツ指導者特別選
考、社会人特別選考及び大学等推薦特別選考の採用者数は、一般選考の採用予定数に
含む。 

 

１ 受験資格 

２ 採用方法 

３ 選考試験の実施方法及び採用予定数 



 
 

次のいずれかに該当し、その実績の評価を願い出た者に対しては、前期選考試験の試験

区分においては、それぞれ次に定める評価点を下記８の前期第１次選考試験の合計点に加

点し、後期選考試験の試験区分においては、それぞれ次に定める評価点の10分の１を下記

１８(5)のとおり加点する。ただし、前期選考試験においては１人当たり100点、後期選考

試験においては１人当たり10点を上限とする。 

内  容 評価点 

(1) 小学校教員、中学校教員又は高等
学校教員を志願する者のうち、スポ
ーツの分野で右のいずれかに該当
すると認められるもの（高等学校卒
業後の実績に限る。）。ただし、対象
となる競技は国民体育大会（冬季大
会を含む。）の正式競技、公開競技
及び野球とする（重複して願い出た
場合は、評価点の高い一項目で加点
する。）。 

ア 平成 26 年４月１日以降に、国際
競技大会（オリンピック競技大会、
世界選手権大会、アジア競技大会及
びこれらと同等の国際的な規模の
スポーツの競技会をいう。）に日本
代表として選ばれた者 

100点 

イ 平成 26 年４月１日以降に、全国
大会（国民体育大会、全日本選手権
大会、全日本実業団選手権大会、全
日本学生選手権大会及びこれらと
同等の全国的な規模のスポーツの
競技会をいう。以下同じ。）におい
て選手として出場し、８位以内に入
賞したこと。 

50点 

ウ 平成 26 年４月１日以降に、全国
大会において選手として出場した
こと。 

30点 

(2) 小学校教員、中学校教員、高等学校教員又は特別支援学校教員を志願する
者のうち、芸術・文化の分野で次に該当すると認められるもの（高等学校卒
業後の実績に限る。） 
毎年定期的に開催され、広範な一般公募又は参加による全国規模以上のコ

ンクール・展覧会等において特に優秀な成績を収めたこと。  

30点 

(3) 小学校教員、中学校教員、高等学
校教員又は特別支援学校教員を志
願する者のうち、特に高い英語力を
有するもので右のいずれかに該当
するもの（重複して願い出た場合
は、評価点の高い一項目で加点す
る。） 

 

ア 公益財団法人日本英語検定協会
が実施する実用英語技能検定の１
級合格者 

50点 

イ 公益財団法人日本英語検定協会
が実施する実用英語技能検定の準
１級合格者 

30点 

ウ 令和３年４月１日以降に次の試
験を受験した者で、当該試験におい
てそれぞれ次に掲げる成績を収め
たもの  

 

(ｱ) ETS Japan合同会社が実施す
る TOEFL(ITPを除く。) iBT100
点以上  

50点 

(ｲ) ETS Japan合同会社が実施す
る TOEFL(ITPを除く。) iBT80
点～99点 

30点 

(ｳ) 一般財団法人国際ビジネスコ
ミュニケーション協会が実施す
る TOEIC（公開テストにより行わ
れたものに限る。） 860点以上 

50点 

(ｴ) 一般財団法人国際ビジネスコ
ミュニケーション協会が実施す
る TOEIC（公開テストにより行わ
れたものに限る。） 730 点～859
点 

30点 

４ 選考試験における加点制度 



内  容 評価点 

(4) 小学校教員、中学校教員、高等学校教員又は特別支援学校教員を志願する
者のうち、司書教諭の資格を前期選考試験においては令和６年５月 30 日時
点で、後期選考試験においては受験申込受付期間最終日（後期選考試験の受
験申込受付期間最終日をいう。以下同じ。）時点で有するもの 

10点 

(5) 高等学校教員を志願する者（情報の教科を受験する者を除く。）のうち、
情報の教科について授与された高等学校教諭免許状（特別免許状及び臨時免
許状を除く。）を前期選考試験においては令和６年５月 30日時点で、後期選
考試験においては受験申込受付期間最終日時点で有するもの 

100点 

(6) 小学校教員、中学校教員又は高等
学校教員を志願する者のうち、右の
いずれかに該当するもの（重複して
願い出た場合は、評価点の高い一項
目で加点する。） 

 

ア 独立行政法人情報処理推進機構
が実施する応用情報技術者試験の
合格者 

50点 

イ 独立行政法人情報処理推進機構
が実施する基本情報技術者試験の
合格者 

30点 

(7) 高等学校教員の福祉の教科を受
験する者のうち、右のいずれかに該
当するもの（重複して願い出た場合
は、評価点の高い一項目で加点す
る。） 

 

ア 医師免許証、保健師免許証、助産
師免許証又は看護師免許証を取得
後、これらの免許証に係る５年以上
の実務経験を前期選考試験におい
ては令和６年５月 30 日時点で、後
期選考試験においては受験申込受
付期間最終日時点で有する者 

50点 

イ 看護師免許証又は介護福祉士登
録証を前期選考試験においては令和
６年５月 30日時点で、後期選考試験
においては受験申込受付期間最終日
時点で有する者 

20点 

(8) 右に該当する者 ア  小学校教員又は中学校教員を志願する者のうち、特
別支援学校教諭、盲学校教諭、聾学校教諭又は養護学
校教諭のいずれかの免許状（特別免許状及び臨時免許
状を除く。）を前期選考試験においては令和６年５月 30
日時点で、後期選考試験においては受験申込受付期間
最終日時点で有するもの 

20点 

イ 小学校教員を志願する者のうち、中学校教諭免許状
（特別免許状及び臨時免許状を除く。）を前期選考試験
においては令和６年５月 30日時点で、後期選考試験に
おいては受験申込受付期間最終日時点で有するもの 

20点 

ウ 中学校教員を志願する者のうち、小学校教諭免許状
（特別免許状及び臨時免許状を除く。）又は受験教科以
外の教科について授与された中学校教諭免許状（特別
免許状及び臨時免許状を除く。）を前期選考試験におい
ては令和６年５月 30日時点で、後期選考試験において
は受験申込受付期間最終日時点で有するもの 

20点 

エ 高等学校教員を志願する者（福祉の教科を受験する
者を除く。）のうち、福祉の教科について授与された高
等学校教諭免許状（特別免許状及び臨時免許状を除
く。）を前期選考試験においては令和６年５月 30 日時
点で、後期選考試験においては受験申込受付期間最終
日時点で有するもの 

20点 

オ 高等学校教員の地理歴史の教科を受験する者のう
ち、公民の教科について授与された高等学校教諭免許
状（特別免許状及び臨時免許状を除く。）を前期選考試
験においては令和６年５月 30日時点で、後期選考試験
においては受験申込受付期間最終日時点で有するもの 

20点 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内  容 評価点 

(8) 右に該当する者 カ 高等学校教員の公民の教科を受験する者のうち、地
理歴史の教科について授与された高等学校教諭免許状
（特別免許状及び臨時免許状を除く。）を前期選考試験
においては令和６年５月 30日時点で、後期選考試験に
おいては受験申込受付期間最終日時点で有するもの 

20点 

キ 高等学校教員の理科の教科を受験する者のうち、理
科の教科について授与された中学校教諭免許状（特別
免許状及び臨時免許状を除く。）を前期選考試験におい
ては令和６年５月 30日時点で、後期選考試験において
は受験申込受付期間最終日時点で有するもの 

20点 

ク  高等学校教員の情報の教科を受験する者のうち、高
等学校教員で採用予定者がある教科（情報、農業、工
業、商業、水産及び福祉の教科を除く。）の高等学校教
諭免許状（特別免許状及び臨時免許状を除く。）を前期
選考試験においては令和６年５月 30日時点で、後期選
考試験においては受験申込受付期間最終日時点で有す
るもの 

20点 

ケ 養護教員を志願する者のうち、保健師免許証を令和
６年５月 30日時点で有するもの 

20点 

(9) 試験区分にかか
わらず、右のい
ずれかに該当す
る者 

ア  社会貢献活動の分野で青年海外協力隊員又は日系社
会青年ボランティアとして２年間程度海外に派遣され
たことがある者 

100点 

イ 特定非営利活動法人日本語検定委員会が実施する日
本語検定の１級合格者 

30点 

ウ 公益財団法人日本臨床心理士資格認定協会の認定す
る臨床心理士の資格を前期選考試験においては令和６
年５月 30日時点で、後期選考試験においては受験申込
受付期間最終日時点で有する者 

50点 

エ 認定特定非営利活動法人日本防災士機構の認証する
防災士の資格を前期選考試験においては令和６年５月
30 日時点で、後期選考試験においては受験申込受付期
間最終日時点で有する者 

10点 



 

 

 

試験 
区分 

教科等 
小学校教員 

中学校教員 
 （各教科） 

高等学校教員 
（各教科） 

養護教員 
特別支援学校教員 

試 

験 

実 

施 

教 

科
・
科 

目 

等 

 

教 職 専 門 科 目 

専 

門 

教 

科 
      国語、社会、算
数、理科、生活、
音楽、図画工
作、家庭、体育
及び外国語活
動・外国語(英
語)の全教科 
 
 
 
 

国語、社会、数
学、理科、音楽、
美 術 、 保 健 体
育、技術･家庭
及 び 英 語 の う
ち、志願する教
科 
 
 
 
 
 

高等学校及び
特別支援学校
の高等部の教
員については、
国語、地理歴
史、公民、数学、
理科、保健体
育、音楽、美術、
書道(国語)、英
語、家庭、情報、
農業、工業、商
業、水産及び福
祉のうち、志願
する教科。特別
支援学校の小
学部及び中学
部の教員につ
いては、それぞ
れ小学校教員
欄及び中学校
教員欄の教科
とする。 

保健 
 
 
 
 
 
 

面接試験 
予定日時については、受験票交付（下記１３参照）の際、

マイページ（※）に連絡する。 
試験年月日 令和６年７月 20日(土)～同月 21日(日) 

試験場所 
（所在地） 

城西中学校 
（松山市竹原） 

勝山中学校 
（松山市清水町） 

松山北高等学校 
（松山市文京町） 

勝山中学校 
（松山市清水町） 

天満研修センター（大阪府大阪市北区錦町２－21） 
 

（※）マイページとは、「愛媛県採用試験受験申込システム」に登録した志願者の個人専用ページを 
  いう。（下記１１参照） 
注１ 試験区分間の併願は認めない。 
２ 試験場所については、松山市又は大阪市の２会場について、受験申込みの手続の際に希望する
試験場所を選択すること。 
なお、希望人数により、調整を行うことがある。調整を行った場合は、試験場所をマイページ 

に連絡する。 
また、天候の影響等により試験日時及び試験場所を変更することがある。試験日時及び試験場

所を変更する場合は、マイページに連絡する。 
３ 高等学校教員の試験区分によって選考した者は、中等教育学校又は特別支援学校に配置するこ 
とがある。 

４ 上記１(3)の試験区分に相当する教員免許状は、高等学校教員の書道（国語）を志願する者に
あっては、書道の高等学校教諭の普通免許状及び国語の高等学校教諭の普通免許状とし、高等学
校教員の水産を志願する者にあっては、水産又は商船の高等学校教諭の普通免許状とする。 
また、特別支援学校教員を志願する者にあっては、特別支援学校教諭、盲学校教諭、聾学校教

諭又は養護学校教諭のいずれかの普通免許状とする。  

５ 前期第１次選考試験（筆記試験、面接試験） 

筆 

記 

試 

験 



  
 
 

 

前期第１次選考試験の結果は、令和６年８月９日(金)にマイページに通知するとともに、
合格者の受験番号を愛媛県のホームページに掲載する予定である。  

 
 
 
 

(1) 試験年月日：令和６年８月 20日(火)～８月 23日(金)のうち指定した日 
(2) 中学校教員、高等学校教員及び特別支援学校教員の試験区分で、次に掲げる教科を志

願する者並びに養護教員を志願する者に対して、実技試験（英語にあっては英会話。以
下「実技試験等」という。）を実施する。ただし、下記９(3)の現職教員特別選考のうち、
中学校教員の試験区分を受験する者については、実技試験等は実施しない。 

試験区分 
中学校教員 

特別支援学校教員（中学部） 
高等学校教員 

特別支援学校教員（高等部） 

教科 
理科、音楽、美術、保健体
育、技術・家庭、英語（英
会話） 

保健体育、音楽、美術、書道（国
語）、英語（英会話） 

(3) 合格発表：９月中旬（予定） 
(4) 前期第２次選考試験時に次の書類を提出すること。ただし、下記９(6)の社会人特別選

考志願者については、別途連絡する。 
ア  教員免許状の写し（用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。教員免許状取得
見込みの者にあっては、教員免許状取得見込証明書） 

イ 最終学校の成績証明書。ただし、次に掲げる者は、それぞれ次の書類を併せて提出す
ること。 
(ｱ) 大学院・専攻科等出身者：大学分の成績証明書 
(ｲ) 短大から大学への編入者：短大分の成績証明書 
(ｳ) 大学卒業後、通信による教育によって教員免許状を取得した者：通信教育の成績

証明書  
(ｴ)  氏名を変更した者：氏名の変更を証明できる書類 

(5)  前期第２次選考試験の詳細は、前期第１次選考試験に合格した者（大学３回生等特別
選考で合格した者は除く。）に対し、マイページに通知する。 

 
 
 

（※１）中学校教員で現職教員特別選考を受験する者を含む。  

（※２）前期第１次選考試験の総得点（800点＋加点）を10分の１に換算する。 

 

  試験実施教科 
・科目等 

試験区分 

前期第１次選考試験 前期第２次選考試験 

教職専門
科目 

専門教科 面接 合計 
1次総得点 
換算点 

小論文 面接 実技試験等 合計 

・小学校教員 
・特別支援学校教員（小学部） 
・中学校教員、高等学校
教員、特別支援学校教
員（中学部・高等部）
のうち、実技試験等を
実施しない教科（※１） 

100 400 300 800 
 
80 

(※２) 

20 60 

 

160 

・中学校教員、高等学校
教員、特別支援学校教
員（中学部・高等部）
のうち、実技試験等を
実施する教科 

・養護教員 

100 400 300 800 
 
80 

(※２) 

20 40 20 160 

６ 前期第１次選考試験結果の発表 

７ 前期第２次選考試験（適性検査、筆記試験（小論文）、面接試験、実技試験等） 

８ 前期選考試験における配点 



 

 

 

 特別選考 資格要件等 

(1) 障がい者特別選考 
 

ア 障がいのある者で、次のいずれかに該当するものは、申請によ
り、障がいの程度に応じて試験の方法及び内容について配慮し、
又は試験の一部を免除する。 
(ｱ) 身体障害者福祉法（昭和 24 年法律第 283 号）第 15 条に規  
定する身体障害者手帳の交付を受け、その障がいの程度が１級
から６級までであること。 

(ｲ) 都道府県知事又は政令指定都市市長が交付する療育手帳又
は児童相談所、知的障害者福祉法（昭和 35年法律第 37号）第
９条第６項に規定する知的障害者更生相談所、精神保健及び精
神障害者福祉に関する法律（昭和 25年法律第 123号。以下「精
神保健福祉法」という。）第６条第１項に規定する精神保健福
祉センター、同法第 18条第１項に規定する精神保健指定医若
しくは障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和 35年法律第
123 号）第 19 条第１項に規定する障害者職業センターによる
判定書の交付を受けている者 

(ｳ) 精神保健福祉法第 45条第２項に規定する精神障害者保健福
祉手帳の交付を受けている者  

イ 障がい者特別選考における採用予定数は 10 名程度とし、上記
３の一般選考の採用予定数には含まない。 

ウ その他 
(ｱ) アの(ｱ)から(ｳ)までのいずれかに該当する者であっても、障が
い者特別選考によることを申請しなくてもよい。 

(ｲ) 採用予定者がある試験区分、教科についてのみ選考する。 
(ｳ) 申請があった者について、障がい者特別選考の対象者は、そ

の旨を受験票にて通知する。 

(2) 教職経験者特別
選考 

ア  小学校教員、中学校教員又は養護教員を志願する者のうち、本
県の国公立学校（学校教育法第２条第２項に規定する国立学校又
は公立学校をいう。以下同じ。）で３年以上の教職経験（正規教
員である期間に限る。休職、育児休業等の期間を除く。以下同じ。）
を令和６年５月 30 日時点で有する者が、当該教職経験と同一の
試験区分を志願する場合は、申請により、小学校教員又は中学校
教員を志願する者にあっては前期第１次選考試験の全てを免除
し、養護教員を志願する者にあっては前期第１次選考試験の筆記
試験の一部（教職専門科目）を免除する。 

イ  教職経験者特別選考における採用予定数は、上記３の一般選考
の採用予定数に含む。 

ウ  その他 
(ｱ) アの場合であっても、教職経験者特別選考によることを申請

しなくてもよい。 
(ｲ) 採用予定者がある試験区分、教科についてのみ選考する。 
(ｳ) 育児休業等には、部分休業及び育児短時間勤務は含まない。 
(ｴ) 申請があった者について、教職経験者特別選考の対象者には、

その旨を受験票にて通知する。 
なお、アで必要とする要件を満たしていない場合は、一般選

考志願者として取り扱う。 
(ｵ) 前期選考試験における教職経験者特別選考については、高等

学校教員志願者及び特別支援学校教員志願者を対象とした選
考は行わない。 

９ 前期選考試験における特別選考 



 特別選考 資格要件等 

(3) 現職教員特別選
考 

ア 小学校教員、中学校教員又は養護教員を志願する者のうち、他
の都道府県の国公立学校又は私立学校（学校教育法第２条第２項
に規定する私立学校をいう。以下同じ。）の教員として勤務して
いる者（正規教員であるものに限る。）で、令和６年５月 30日時
点で２年以上の教職経験を有するものが、当該教職経験と同一の
試験区分を志願する場合は、申請により、小学校教員を志願する
者にあっては、前期第１次選考試験の全てを免除し、中学校教員
を志願する者にあっては、前期第１次選考試験の全て及び前期第
２次選考試験の実技試験等を免除し、養護教員を志願する者にあ
っては、前期第１次選考試験の筆記試験の一部（教職専門科目）
を免除する。 

イ 現職教員特別選考における採用予定数は、上記３の一般選考の
採用予定数に含む。 

ウ その他 
(ｱ) アの場合であっても、現職教員特別選考によることを申請し

なくてもよい。 
(ｲ) 採用予定者がある試験区分、教科についてのみ選考する。 
(ｳ) 育児休業等には、部分休業及び育児短時間勤務は含まない。 
(ｴ) 申請があった者について、現職教員特別選考の対象者には、

その旨を受験票にて通知する。 
なお、アで必要とする要件を満たしていない場合は、一般選

考志願者として取り扱う。 
(ｵ)  前期選考試験における現職教員特別選考については、高等 

学校教員志願者及び特別支援学校教員志願者を対象とした選
考は行わない。 

(4) 講師等特別選考 
 

ア 小学校教員又は特別支援学校教員を志願する者のうち、次の
(ｱ)及び(ｲ)又は(ｱ)及び(ｳ)の要件を満たすものは、申請により、
前期第１次選考試験の全てを免除する。 
(ｱ)  令和６年度愛媛県公立学校教員採用選考試験において、本年

度志願する試験区分、教科の前期第１次選考試験に合格した
者。ただし、前期第１次選考試験の全てを免除された者は除く。 

(ｲ)  小学校教員を志願する者にあっては、令和６年４月１日から
令和６年５月 30日までの間に愛媛県教育委員会が１日以上の
任期を定めて常勤講師、助教諭又は非常勤講師（以下「講師等」
という。）として任用し、小学校又は中学校において勤務した
者 

(ｳ)  特別支援学校教員を志願する者にあっては、令和６年４月１
日から令和６年５月 30日までの間に愛媛県教育委員会が１日
以上の任期を定めて講師等として任用した者 

イ 講師等特別選考における採用予定数は、上記３の一般選考の採
用予定数に含む。 

ウ その他 
(ｱ) アの場合であっても、講師等特別選考によることを申請しな

くてもよい。 
(ｲ) 採用予定者がある試験区分、教科についてのみ選考する。 
(ｳ) 申請があった者について、講師等特別選考の対象者には、そ

の旨を受験票にて通知する。 
なお、アで必要とする要件を満たしていない場合は、一般選 

考志願者として取り扱う。 

 

 

 



 特別選考 資格要件等 

(5) スポーツ指導者特
別選考 
 

ア 中学校教員又は高等学校教員を志願する者のうち、愛媛県教育
委員会が指定する競技の指導者として、当該競技の拠点における
スポーツ振興に貢献できるもので、次の(ｱ)又は(ｲ)の要件を満た
すものは、申請により、前期第１次選考試験の筆記試験の一部（教
職専門科目）を免除する。 
(ｱ)  平成 26年４月１日以降に愛媛県教育委員会が指定する競技

の選手又は指導者として、全国的な規模の競技会に出場した者
（高等学校卒業後の実績に限る。） 

(ｲ)  愛媛県教育委員会が指定する競技の選手又は指導者として
の経験を令和６年５月30日時点で10年以上有する者でその証
明が得られるもの 

イ スポーツ指導者特別選考における採用予定数は、上記３の一般
選考の採用予定数に含む。 

ウ その他 
(ｱ)  アの場合であっても、スポーツ指導者特別選考によること 

を申請しなくてもよい。 
(ｲ)  採用予定者がある試験区分、教科についてのみ選考する。 
(ｳ)  申請があった者について、提出された書類等により要件審査

を行い、スポーツ指導者特別選考の対象者には、その旨を受験
票にて通知する。審査の結果、対象者とならなかった場合は、
一般選考志願者として取り扱うため、上記４(1)のスポーツの
分野での加点を希望する場合には、願い出を同時に行うこと。
ただし、実績を証明する書類の写しは、重複して提出する必要
はない。 

愛媛県教育委員会が指定する競技  
ホッケー、ボクシング、レスリング、セーリング、 
ソフトボール、ライフル射撃、スポーツクライミング、 
カヌー、アーチェリー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 特別選考 資格要件等 

(6) 
 

社会人特別選考 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 小学校教員、中学校教員又は高等学校教員を志願する者のう
ち、試験区分に相当する教員免許状（臨時免許状を除く。）を有
しないもので、次の(ｱ)及び(ｲ)の要件を満たし、令和７年３月 31
日までに愛媛県教育委員会が実施する教育職員検定に合格し、次
に掲げる教科の特別免許状の授与が見込まれるものについては、
申請により、前期第１次選考試験の筆記試験の一部（教職専門科
目）を免除する。 

(ｱ)  次のいずれかに該当する者 
ａ  令和６年５月 30 日時点で、学校教育法第１条に規定する
学校又は在外教育施設等において、常勤の教員（これに準ず
るものを含む。）として４か月以上の受験教科に関係する授
業に携わった経験を有する者 

ｂ 令和６年５月 30 日時点で、民間企業又は官公庁等で正規
職員として３年以上（休職、育児休業等の期間は除く。）の
受験教科に関係する実務経験を有する者 

ｃ 受験教科に関係する専門的な知識経験又は技能を有する
と認められる資格を有する者 

(ｲ)  社会的信望があり、かつ、教員として必要な熱意と識見を持
っている者 

イ 社会人特別選考における採用予定数は、上記３の一般選考の採
用予定数に含む。 

ウ その他 
申請があった者について、提出された書類等により要件審査を

行い、社会人特別選考の対象者には、その旨を受験票にて通知す
る。審査の結果、社会人特別選考を受験できないことがある。 
なお、採用候補者となった場合においても特別免許状が授与で

きない者は採用しない。 

試験区分 小学校教員 中学校教員 

教科 英語 理科、音楽、美術、
技術・家庭、英語 

試験区分 高等学校教員  

教科 
音楽、美術、英語、
家庭、情報、工業、
福祉 

 

(7) 大学等推薦特別選
考 
 

ア 小学校教員、中学校教員（愛媛県教育委員会が指定する教科（以
下「指定する教科」という。）に限る。）、高等学校教員（指定す
る教科に限る。）又は特別支援学校教員（小学部、中学部及び高
等部。ただし、中学部及び高等部については指定する教科に限
る。）を志願する者のうち、当該試験区分に係る一種（専修）普
通免許状取得のための課程認定を受けており、通信制の課程によ
らない大学、大学院及び教職大学院（以下「大学等」という。）
において、推薦条件を満たし、学長が推薦する者については、前
期第１次選考試験の全てを免除する。 
なお、大学等推薦特別選考の詳細については、別途定める「令

和７年度愛媛県公立学校教員採用選考試験大学等推薦特別選考実
施要項」による。 

イ 大学等推薦特別選考における採用予定数は、上記３の一般選考
の採用予定数に含む。 

 

 

 

 



 特別選考 資格要件等 

(8) 大学３回生等特別
選考 
 

ア 上記１の受験資格を満たす大学３回生等は、前期第 1次選考試
験を受験することができる。 

イ 大学３回生等特別選考により前期第１次選考試験に合格した
者は、申請により「令和８年度愛媛県公立学校教員採用選考試験
（令和７年度実施）」の前期第１次選考試験の全てを免除する。 
ただし、大学３回生等特別選考と同一の試験区分・教科での志

願に限る。 
ウ 大学３回生等特別選考における前期第１次選考試験合格者は、
上記３の一般選考の採用予定数には含まない。 

エ その他 
(ｱ)  イの場合であっても、「令和８年度愛媛県公立学校教員採用

選考試験（令和７年度実施）」における前期第１次選考試験の
免除に係る申請をしなくてもよい。 

(ｲ)  大学３回生等特別選考を受験した者が、「令和８年度愛媛県
公立学校教員採用選考試験（令和７年度実施）」における他の
特別選考を受験することは妨げない。 
 

 
上記(1)～(8)の特別選考を重複して申請することはできない。 
 
 
 
 
(1) 前期第２次選考試験合格者（現職教員特別選考及び大学等推薦特別選考で合格した者

は除く。）のうち、専修免許状を取得できる大学院修士課程（修士課程に相当する課程
を含む。）に在籍しているものについては、別途定める方法による申出により、採用を
１年間猶予する。ただし、令和７年４月１日時点で受験した試験区分に相当する教員免
許状（特別免許状及び臨時免許状を除く。）を有する者で、令和８年３月 31日までに大
学院修士課程を修了する見込みのものに限る。 

(2) 前期第２次選考試験合格者（現職教員特別選考及び大学等推薦特別選考で合格した者 
   は除く。）のうち、専修免許状を取得できる大学院修士課程（修士課程に相当する課程を

含む。）に令和７年度に進学するものについては、別途定める方法による申出により、
採用を１年間又は２年間猶予する。ただし、令和７年４月１日時点で受験した試験区分
に相当する教員免許状（特別免許状及び臨時免許状を除く。）を有する者で、令和９年
３月 31日までに大学院修士課程を修了する見込みのものに限る。 

(3) 上記(2)については、令和６年 12月 31日までに当該大学院を受験した者を対象とす 
る。 

(4) 下記１４の追加合格者についても、上記(1)及び(2)の対象とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１０ 大学院修士課程在籍者及び大学院修士課程進学者の採用時の特例措置 



 
 

 
受験の申込みは、愛媛県ホームページから「愛媛県採用試験受験申込システム」（以

下「システム」という。）へアクセスし、画面の指示に従って全ての必要事項を入力の
上、受付期間中に送信すること。 

(1) 受験申込受付期間 
令和６年４月 18日（木）午前９時から５月 30日（木）午後５時 15分まで 

(2) 申込みは「事前登録」と「本申込み」の２段階方式となっている。まず、事前登録を
行いＩＤ番号及びパスワードを取得した後、受付期間中にシステムのマイページにログ
インして本申込みを行うこと（ＩＤ番号及びパスワードは受験票の印刷等、以後の手続
に必要なので、必ず控えておくこと。）。 

(3) 本申込みの受付が完了したら、登録したメールアドレス宛に「申込完了のお知らせ」
の電子メールを自動送信する。この電子メールが届かない場合は、必ず受付期間中に下
記１２(2)に問い合わせること。 

(4) 申込方法等に関する問合せは、下記１２(2)に対し、執務時間中（月曜日から金曜日ま 
で（国民の祝日に関する法律（昭和 23 年法律第 178 号）に規定する休日を除く。）の午
前８時 30分から午後５時 15分までをいう。以下同じ。）に電話で行うこと。 

(5) 受付期間内（５月 30日（木）午後５時 15分まで）に申込みが完了しなかった場合は、 
受験できない（受付期間中は、24時間申込みを受け付けるが、保守点検作業等のためシ
ステムを停止する場合があるほか、受付期間終了の直前は、システムが混み合うおそれ
があるので、余裕を持って申込みをすること。）。 
なお、使用する機器や通信回線上の障害等によるトラブルについては、一切責任を負

わない。 
○ 愛媛県ホームページ  → 職員採用情報 → 採用情報 

           →  令和７年度愛媛県公立学校教員採用選考試験総合案内 
（https://www.pref.ehime.jp/site/employment/62791.html） 

○ 愛媛県教員採用情報 （https://ehime-education.jp/） 
からもアクセスできる。 
インターネットにより申し込むことができない特段の事情がある場合は、令和６年５ 

月 17日（金）までに下記１２(2)に問い合わせること。 
 

 
 
 

(1) 次に掲げる書類を、上記１１(1)の受験申込受付期間内に下記(2)まで郵便又は民間事 
業者による信書の送達に関する法律（平成 14年法律第 99号）第２条第６項に規定する
一般信書便事業者若しくは同条第９項に規定する特定信書便事業者による同条第２項に
規定する信書便（以下「郵便等」という。）により送付すること。 
なお、５月 30日（木）までの消印のあるものは受け付ける。 
また、加点の願い出用紙、障がい者特別選考申請書、教職経験者・現職教員特別選考

申請書、講師等特別選考申請書、スポーツ指導者特別選考申請書、社会人特別選考申請
書、在職証明書及び職歴等申告書については、マイページから様式をダウンロードし、
日本産業規格Ａ４用紙に等倍で片面印刷し、使用すること。 
ア 上記４に掲げる要件に該当し、その実績の評価を願い出る者にあっては、加点の願 
い出用紙 
なお、加点の願い出用紙を提出する者にあっては、上記４に掲げる要件を満たすこ 

    とを証明する書類（実施団体、競技団体が発行する成績証明書、独立行政法人国際協 
力機構が発行する派遣証明書、教員免許状、保健師免許証、防災士証、賞状・記録証 
等）の写し（用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。）。 
特に、評価を願い出る実績が団体によるものの場合には、実績の評価を願い出る者 

    が当該団体に所属し、当該大会の試合に出場したことを明確に判別できる書類の写し 
を提出すること。 
また、証明する書類に記載の氏名と現在の氏名が異なる場合は、氏名の変更を証明 

できる書類を併せて提出すること。 
おって、前期第１次選考試験の筆記試験当日に当該書類の原本を必ず持参すること。 

１１ 前期選考試験受験申込みの手続 

１２ 前期選考試験提出書類等 



ただし、前期第１次選考試験の全てを免除された者は、前期第２次選考試験の筆記
試験当日に持参すること。 

イ 上記９(1)の障がい者特別選考を申請する者にあっては、障がい者特別選考申請書 
なお、申請した者に対して事前面接等を実施するので、その際に該当する手帳等の

原本を持参すること。 
ウ 上記９(2)の教職経験者特別選考又は上記９(3)の現職教員特別選考を申請する者
にあっては、教職経験者・現職教員特別選考申請書 

なお、上記９(3)の現職教員特別選考を申請する者にあっては、任命権者である教
育委員会等（私立学校にあっては当該学校法人の理事長）の証明を受けた在職証明
書 

エ 上記９(4)の講師等特別選考を申請する者にあっては、講師等特別選考申請書 
オ 上記９(5)のスポーツ指導者特別選考を申請する者にあっては、スポーツ指導者特
別選考申請書及び上記９(5)アに掲げる要件についての証明書類（実施団体、競技団
体が発行する成績証明書、賞状・記録証、新聞記事、大会プログラム、競技団体へ
のコーチ登録証明書、部顧問の委嘱簿等）の写し並びに競技の指導・審判等に係る
資格を有する場合には、証明書類（資格証・登録証等）の写し（用紙の大きさは、
日本産業規格Ａ４とすること。また、資格証等で裏面がある場合は表裏ともに写し
をとること。） 
特に、上記９(5)ア(ｱ)に係る選手としての実績が団体によるものの場合には、申

請者が当該団体に所属し、当該大会の試合に出場したことを明確に判別できる書類
の写しを提出すること。 
また、証明する書類に記載の氏名と現在の氏名が異なる場合は、氏名の変更を証

明できる書類を併せて提出すること。 
おって、前期第１次選考試験の筆記試験当日に当該書類の原本を必ず持参するこ

と。 
カ 上記９(6)の社会人特別選考を申請する者にあっては、社会人特別選考申請書及び
次の書類 
(ｱ)  所有する資格等の証明書等の写し 
(ｲ)  最終学校の卒業証明書 
(ｳ)  最終学校の成績証明書。ただし、次に掲げる者にあっては、それぞれ次の書類

を併せて提出すること。 
ａ 大学院・専攻科等出身者にあっては、大学分の成績証明書 
ｂ 短大から大学への編入者にあっては、短大分の成績証明書 
また、書類に記載の氏名及び本籍地と現在の氏名及び本籍地が異なる者にあって

は、変更の経緯を確認し得る戸籍関係書類。 
おって、前期第１次選考試験の筆記試験当日に、所有する資格等の証明書等の原

本を持参すること。 
(2)  提出先 

〒790-8570 松山市一番町四丁目４番地２ 
【小学校教員、中学校教員及び養護教員志願者】  

愛媛県教育委員会事務局指導部義務教育課 （電話(089)912-2942） 
【高等学校教員及び特別支援学校教員志願者】 

愛媛県教育委員会事務局指導部高校教育課 （電話(089)912-2952） 
なお、封筒の表に「小学校教員志願提出書類在中」、「中学校教員志願提出書類在中」

等と朱書すること。 
(3)  提出書類の記入上の注意 

ア 加点の願い出用紙 
上記４の加点制度の適用を願い出る者は、用紙ア加点の願い出用紙欄①によって

要件に該当するか否かを確認し、該当する場合には、次の記入例を参考に、別紙「令
和７年度公立学校教員採用選考試験の加点一覧」のコードに従って、欄②に上記４
に掲げる要件に該当する旨記入すること。 



欄②の記入例 

 102 国民体育大会ボート競技 成年男子（シングルスカル）優勝（R4.10） 

201 青年海外協力隊（スリランカ派遣）（H31.4.1～R3.3.31） 

202  ＴＯＥＦＬ iBT100点（R4） 

412 臨床心理士（平成 29年度に取得、令和４年度に更新） 

なお、昨年度までに実施された本県公立学校教員採用選考試験に願い出た実績につ
いては、当該実績を記入した同じ行の左端の過年度実績欄に○を記入すること。 

イ 障がい者特別選考申請書 
障がい者特別選考を申請する者は、障がいの程度に応じ、配慮又は試験の免除につ

いて希望する事項を記入すること。 
なお、当該申請書への記入が困難な場合には、別紙（様式自由）に記入し、又は印

字すること。 
また、氏名（自署）及び日付の箇所は、必ず記入すること。自署できないときは、

記名押印に代えることができる。 
ウ 教職経験者・現職教員特別選考申請書 

教職経験者特別選考又は現職教員特別選考を申請する者は、該当する特別選考の□
にレ印を記入し、必要事項を記入すること。 
なお、教職経験者特別選考を申請する者の教職経験歴については、本県の国公立

学校における正規教員としての全ての教職経験歴について記入すること。 
また、現職教員特別選考を申請する者の教職経験歴については、国公立学校、私

立学校又はその両方における正規教員としての全ての教職経験歴について記入する
こと。   

エ 講師等特別選考申請書 
講師等特別選考を申請する者は、愛媛県教育委員会が、令和６年４月１日から令

和６年５月 30日までの間に行った任用について記入すること。 
オ 交付する用紙の※印欄 

加点の願い出用紙、障がい者特別選考申請書、教職経験者・現職教員特別選考申
請書、講師等特別選考申請書及びスポーツ指導者特別選考申請書の※印欄には、何
も記入しないこと。 

カ 交付する用紙の試験区分欄及び受験教科欄 
(ｱ)  試験区分欄 

必要に応じて志願する区分の□にレ印を記入すること。特別支援学校志願者は、
（  ）内に小・中・高いずれかの部を（ 小 ）のように、<   >内に「視」「聴」   
「知肢病」のいずれかの領域を< 視 >のように記入すること。 

(ｲ)  受験教科欄 
中学校、高等学校並びに特別支援学校の中学部及び高等部の志願者が受験教科  

を記入することとし、小学校、特別支援学校小学部及び養護教員の志願者は空欄
とすること。 

(4) 留意事項 
上記(1)の書類等は、記載内容等に不備のないよう特に留意すること。 
なお、一度提出された書類は返却しない。 
 

 

 

(1)  ７月上旬に、登録されたメールアドレス宛に「受験票交付のお知らせ」の電子メール
を送信する。令和６年７月４日（木）までに電子メールが届かない場合には、上記１
２(2)に問い合わせること。 

(2) 「受験票交付のお知らせ」の電子メールが届いたら、システムのマイページにログイ
ンし、受験票をダウンロードして日本産業規格Ａ４用紙に印刷すること。 

(3) 印刷した受験票は、記載されている事項を確認し、確認した年月日を記入の上、志願
者本人が署名して前期第１次選考試験受験の際に必ず持参すること（前期第１次選考試
験の面接試験時に回収する。）。 

 

１３ 前期選考試験受験票の交付 



 
 
前期第２次選考試験結果を通知後、採用内定者に欠員が出た場合等、試験区分によっ

ては、合格者を追加することがある。この場合、追加合格者には、令和６年 12 月 27 日
（金）までに個別に通知する。 
 
 
 

(1) 前期第１次選考試験の実施要項は、令和６年７月４日（木）までにマイページに通知 
する。 

(2) 受験手続その他の問合せは、上記１２(2) に行うこと。 
電話による問合せは、執務時間中とすること（申込方法等に関することは、必ず電話

で問い合わせること。）。 
なお、郵便等による場合は、宛先を明記して所要の切手を貼った返信用封筒を同封す 

るか、又は往復はがきを使用すること。 
また、愛媛県ホームページ（上記１１参照）の、「お問合せフォーム」も利用可能であ

る。 
(3) 合格発表以前に、選考試験の合否に関する問合せには一切応じない。 

 
 
 

この試験の結果については、本人が次により郵便等又は口頭による開示請求をするこ
とができる。ただし、開示請求をすることができる者は、前期第１次選考試験について
は不合格者及び大学３回生等特別選考の受験者、前期第２次選考試験については当該試
験の受験者に限る。 

(1) 開示請求をすることができる期間 
前期第１次選考試験、前期第２次選考試験ともに、それぞれの合格発表の日から１か

月間。ただし、口頭による請求をする場合で、合格発表の日から１か月後に該当する日
が愛媛県の休日を定める条例（平成元年愛媛県条例第３号）第１条第１項に規定する県
の休日（以下「休日」という。）であるときは、それぞれの合格発表の日から当該休日
の直前の平日（休日以外の日をいう。）までとする。 
なお、郵便等による請求をする場合は、それぞれの合格発表の日から１か月後に該当

する日までの消印があれば期間内に請求があったものとみなす。 
(2) 開示請求の手続 

郵便等による請求は、試験等成績開示請求書、受験票又は受験者本人であることが確

認できる顔写真付きの書類（学生証、運転免許証、旅券等）の写し及び返信用封筒（定
型、縦 14cm～23.5cm×横 9cm～12cm、宛先を明記し返信用切手 434円（簡易書留相当分）
を貼付したもの）を同封し、上記１２(2) に記載する提出書類の提出先に送付すること
により行うものとする。口頭による請求は、受験票又は受験者本人であることが確認で
きる顔写真付きの書類を、小学校教員、中学校教員及び養護教員志願者にあっては愛媛
県教育委員会事務局指導部義務教育課に、高等学校教員及び特別支援学校教員志願者に
あっては愛媛県教育委員会事務局指導部高校教育課に執務時間中に持参することによ
り行うものとする。 
※ 試験等成績開示請求書及び受験票は、システムのマイページにログインし、ダウ 
ンロードして印刷したものを同封すること。 

(3) 開示内容 
ア 前期第１次選考試験 

教職専門科目及び専門教科の得点、面接試験の得点並びに前期第１次選考試験にお
ける加点制度による評価点並びに総合得点及び総合順位 

イ 前期第２次選考試験 
アに掲げるもの（総合得点及び総合順位は除く。）並びに前期第２次選考試験の筆

記試験、実技試験等及び面接試験の得点並びに総合得点及び総合順位 

１４ 採用について 

１５ 前期選考試験受験手続その他の問合せ 

１６ 前期選考試験結果の開示請求 



 

 

(1) 前期第１次選考試験の受験者は、前期第１次選考試験の筆記試験の問題用紙の持ち帰
りを認める。 

(2)  前期第１次選考試験の筆記試験問題、解答及び評価の観点並びに面接試験の評価基準
並びに前期第２次選考試験の筆記試験（小論文）問題、実技試験の内容、採点基準及び
評価基準の閲覧又は写しの交付については、愛媛県情報公開条例（平成 10年愛媛県条例
第 27号）に基づく公開請求の手続による。 

 
 
 
(1) 次のア又はイのいずれかに該当する者で、当該教職経験と同一の試験区分を志願する 

場合は、後期選考試験の受験申込みができるものとする。ただし、前期選考試験の受験
申込みをしていない者に限る。 
ア 小学校教員、中学校教員、高等学校教員又は特別支援学校教員を志願する者のうち、
他の都道府県の国公立学校又は私立学校の教員として勤務している者（正規教員であ
るものに限る。）で、２年以上の教職経験を受験申込受付期間最終日時点で有するも
の 

イ 高等学校教員又は特別支援学校教員を志願する者のうち、本県の国公立学校で３年
以上の教職経験を受験申込受付期間最終日時点で有する者 

(2) 後期選考試験における採用予定数は、上記３の一般選考の採用予定数に含む。なお、
中学校教員、高等学校教員及び特別支援学校教員については、上記３の一般選考に記載
のある全ての教科で後期選考試験を実施する。 

(3) 試験日時 令和６年 10月（予定） 
(4) 試験内容 

小学校教員、中学校教員 適性検査、筆記試験（小論文）、面接試験 

高等学校教員、特別支援学校教員 
適性検査、模擬授業（特別支援学校教員につ
いては場面指導）、面接試験 

(5) 配点 

  試験実施教科 
・科目等 

試験区分 

後期選考試験 

小論文 
模擬授業 
場面指導 

面接 加点 合計 

・小学校教員 
・中学校教員 

20  60 10 90 

・高等学校教員 
・特別支援学校教員 

 20 60 10 90 

(6) 後期選考試験は松山会場で実施する。 
(7) 上記４で定める実績の評価を願い出た者に対して、評価点を 10分の１に換算し、加点
する。ただし、１人当たり 10点を上限とする。 

(8) 受験申込受付期間、試験実施日、提出書類等の詳細については、別途（８月下旬公表
予定）定める「令和７年度愛媛県公立学校教員採用選考試験後期選考試験実施要項」に
よる。 

(9) その他 
ア 育児休業等には、部分休業及び育児短時間勤務は含まない。 
イ 後期選考試験においては、養護教員志願者を対象とした選考は行わない。 

  
 

 

 

１７ 前期選考試験問題等の取扱い 

１８  後期選考試験 



 

【ホームページ】 

① 令和７年度愛媛県公立学校教員採用選考試験総合案内 

（https://www.pref.ehime.jp/site/employment/62791.html） 

 

② 愛媛県教員採用情報 

（https://ehime-education.jp/） 

 
 
 
 
（参考） 
地方公務員法(昭和 25年法律第 261号) 
 （欠格条項） 
第 16条 次の各号のいずれかに該当する者は、条例で定める場合を除くほか、職員となり、又は競争試験若しく
は選考を受けることができない。 
一 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで又はその執行を受けることがなくなるまでの者 
二 当該地方公共団体において懲戒免職の処分を受け、当該処分の日から２年を経過しない者 
三 人事委員会又は公平委員会の委員の職にあって、第 60条から第 63条までに規定する罪を犯し、刑に処せ 
られた者 

四 日本国憲法施行の日以後において、日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力で破壊することを主張す 
る政党その他の団体を結成し、又はこれに加入した者 

 
学校教育法(昭和 22年法律第 26号) 
 （校長、教員の欠格事由） 
第９条 次の各号のいずれかに該当する者は、校長又は教員となることができない。 
一 禁錮以上の刑に処せられた者 
二 教育職員免許法第 10条第１項第２号又は第３号に該当することにより免許状がその効力を失い、当該失効 
の日から３年を経過しない者 

三 教育職員免許法第 11条第１項から第３項までの規定により免許状取上げの処分を受け、３年を経過しない 
 者 
四 日本国憲法施行の日以後において、日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力で破壊することを主張す 
る政党その他の団体を結成し、又はこれに加入した者 
 


